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年に中国物権法が制定・施行され、その中で第 203 条から第 207 条までの根
抵当権（最高額抵当）が規定された。また、ドイツでは金額のみを記載する



































的動向―ドイツ法」比較法研究 77 号 19 頁（2015 年）を参照。
（２） 　近世の不動産担保については、小早川欣吾『日本担保法史序説』293 ～ 397 頁（法政
大学出版局、1979 年）などを参照。
（３） 　梅謙次郎『民法要義物権』500 頁（有斐閣書房、1911 年）。我妻栄『担保物権法（民
法講義Ⅲ）』297 頁（岩波書店、1936 年）によると「根抵当は我国に於いても民法施行
以前から取引界の慣行として行われたものであ」るとしている。
（４） 　我妻・前掲書（1936 年版）297 頁、我妻・前掲書（1971 年版）464 頁参照。
（５） 　根抵当権の登記は、明治 32（1899 年）年 10 月９日及び明治 32（1899 年）年 12 月
１日の法務省民刑局長回答により、登記することができ、一般抵当と同じく本登記を
すべきであるとされていた（先例集上 110 頁、121 頁）。




















（７） 　鈴木禄弥『抵当制度の研究』245 頁（一粒社、1968 年）、柚木馨＝高木多喜男「後注
（一）根抵当」『注釈民法』244 頁（有斐閣、1982 年）、我妻栄「いわゆる包括根抵当契
約の有効性をめぐって」金融法務 117 号、118 号（1956 年）『民法研究Ⅳ担保物権』




（９） 　清水湛「新根抵当法の逐条解説（上）」金融法務 618 号４頁、高木・前掲法律時報 53
巻 14 号 71 頁。
（10） 　鈴木禄弥『根抵当法概説』１頁（新日本法規出版、1973 年）、清水湛「新根抵当法の



























（11） 　香川保一編著『新訂不動産登記書式精義中（二）』1296 頁（テイハン、2000 年）、小
林資郎「根抵当」『民法講座３物権（２）』225 頁（有斐閣、1984 年）など参照。
（12） 　我妻栄『新訂担保物権法（民法講義Ⅲ）』464 頁（岩波書店、1968 年）、道垣内弘人『担
保物権法第３版（現代民法３）』234 頁（有斐閣、2013 年）など参照。

















































（14） 　伊藤進・判例時報 1470 号 24 頁、生熊長幸・ジュリスト 1046 号（平成５年度重要判
例解説）78 頁（1994 年）、石田喜久夫・私法判例リマークス８号 40 頁、道垣内弘人・
金融法務 1364 号 42 頁、吉田光碩・判例タイムズ 750 号 54 頁など参照。
（15） 　吉田光碩・民商法雑誌 137 巻４・５号 127 頁、関武志・判例時報 2002 号 169 頁、山
野目章夫・金融法務 1844 号 33 頁、高橋眞・私法判例リマークス 38 号 18 頁など参照。














































































（19） 　浦野雄幸『条解民事執行法』808 頁（商事法務、1985 年）は、「ドイツ法のように債
務名義（物的債務名義）を要求することは、理論論には可能であっても、現実論とし
ては不可能であり」、としている。
（20） 　ドイツ土地債務については、鈴木禄弥『抵当制度の研究』309 頁（一粒社、1968 年）、
田中克志『抵当権効力論』93 頁（信山社、2002 年）、中山知己「ドイツ土地債務の担
保的機能（一）（二）（三・完）」立命法学 185 号 40 頁、186 号 218 頁、192 号 188 頁（1986
～ 1987 年）、大場浩之「ドイツにおける登記と土地債務（Grundschuld）の関係（１）」





























（22） 　村上淳一ほか『ドイツ法入門〔改訂第８版〕』161 頁（有斐閣、2012 年）、石川清＝
小西飛鳥『ドイツ土地登記法』（三省堂、2011 年）348 頁、大場浩之「ドイツにおける
登記と土地債務（Grundschuld）の関係（１）」早稲田法学 80 巻４号 145 頁（2005 年）
など参照。
（23） 　ドイツ保全土地債務については、Staudinger,MomosKommentar BGB 8Aufl.2014 
S1575ff.,Joerg-Andereas Weber,Kreditsicherungsrecht,9 Aufl.2012,S.220ff.
（24） 　山田晟「土地債務の抽象性について（三・完）法協 53 巻３号 416 頁（1935 年）。
広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 244
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　しかし、このような解釈だけでは債務者の保護に十分ではないため、2008
















（25） 　中山知己・前掲「ドイツ土地債務の担保的機能（三・完）」立命法学 192 号 192 頁以
下参照。































　韓国現行民法は、抵当権（第 356 条～第 372 条）の２番目の条文に１か条
（28） 　山田晟『ドイツ法概論Ⅱ〔第３版〕』（有斐閣、1987 年）254 頁～ 256 頁参照。
（29） 　金鉉善「根抵当制度における日韓比較」広島法学 35 巻３号 136 頁（2012 年）、同「韓
国における包括根抵当権（１）（２・完）」広島法学 37 巻２号 126 頁、同 37 巻４号 100
頁（2014 年）、金載亭「韓国法における根抵当権に関する民法改正案」近江幸治＝道垣
内弘人編『日中韓における抵当権の現在』（成文堂、2015 年）241 頁以下参照。


















具体的には、第 357 条の２（根抵当権の被担保債権）、第 357 条の３（被担保
債権の範囲等の変更）、第 357 条の４（債権最高額の変更）、第 357 条の５（根
抵当権の譲渡）、第 357 条の６（根抵当権の共同帰属）、第 357 条の７（債権
譲渡、債務引受等と根抵当権）、第 357 条の８（相続と根抵当権）、第 357 条
の９（合併と根抵当権）、第 357 条の 10（元本の確定請求）、第 357 条の 11（元
本の確定事由）、第 357 条の 12（債権最高額の減額請求）の 11 か条が提案され、
各内容には若干の差異があるものの、概ね類似の規定となっている。
（30） 　金載亨・前掲論文 243 頁、権澈「韓国における担保制度の最近の動向」比較法研究
77 号 70 頁（2015 年）参照。現在の利用は、抵当権から根抵当権に代わり、根抵当権
の設定が 9割以上に達しているとのことである。







い。2004 年改正案との大きな差異としては、第 357 条の２（根抵当権の被担
保債権）、第 357 条の５（根抵当権の譲渡）が削除されている。包括根抵当権
を肯定するためである。反対に、2004 年改正案にないもので新たに追加規定





ことで、2007 年 10 月１日に施行された「中華人民共和国物権法」に規定が設
けられた。同物権法では、第４編担保物権に、第 16 章抵当権の第２節根抵当
権として、第 203 条（根抵当権の内容）、第 204 条（根抵当権の被担保債権の






（32） 　金載亨・前掲論文 243 頁以下参照。抵当権規定の中への規定は適切であろうか。
（33） 　小口彦太＝田中信行『現代中国法〔第 2版〕』成文堂（2012 年）231 頁、曹士兵＝呉
光栄「中国法における最高額担保制度」近江幸治＝道垣内弘人編『日中韓における抵
当権の現在』（成文堂、2015 年）255 頁以下、段匡「中国における抵当権制度の現状と
課題」比較法研究 77 号 90 頁（2015 年）など参照。
























（34） 　曹士兵＝呉光栄・前掲論文 260 頁参照。



























（36） 　小林資郎・前掲書 221 頁参照。














































































































































































（41） 　鈴木賢他『中国物権法条文と解説』（成文堂、2007 年）63 頁、松岡和久＝鄭芙蓉訳「中
国物権法条文仮訳」NBL857 号 35 頁など参照。
